
 

 

平成２５年 ９月 日 

 

幼稚園園長 様 

 

松伏町福祉健康課長  

 

 

幼稚園園児保護者の就労状況等に関する 

アンケート調査票の配布及び回収について（依頼） 

 

平成２７年度施行予定の子ども・子育て３法に基づく子ども・子育て新制度の実施に向けた

準備を進めるにあたり、保護者の就労状況及び幼稚園で行われている預かり保育（時間外保育）

の利用状況等について、より正確な把握が必要となります。そのため、松伏町では、町内在住

の幼稚園園児の保護者の就労状況等を把握するため、アンケート調査を実施することとしまし

た。 

つきましては、別添の調査票を松伏町在住園児の保護者に配布及び回収していただきたくお

願い申し上げます。 

 

記 

 １ 配布対象者  

松伏町在住の園児の保護者 

 

  ２ 調査票提出期限 

    平成２５年１０月３１日 

    

３ その他 

回収後の調査票は取りまとめのうえ、松伏町福祉健康課に提出を 

お願いします。 

 

担 当 〒343-0192 

    松伏町大字松伏２４２４番地 

松伏町 福祉健康課  

子育て支援・児童福祉担当 中野 

０４８－９９１－１８７６（直通）  

資料 ７ 



 

「幼稚園園児保護者の就労状況等に関するアンケート」 

へのご協力のお願い 

 

日頃から、町政に御理解・御協力をいただき、ありがとうございます。 

現在、松伏町では、平成２７年度に施行が予定されている「子ども・子育て支援新制度」の

実施に向けた準備を進めています。 

新制度の実施に向けた準備を進める上では、地域における様々なニーズの正確な把握が必要

です。そのため、幼稚園の預かり保育（時間外保育）の利用のあり方の正確な把握が必要とな

るため、幼稚園に通っているお子様の保護者の皆様に、就労状況や預かり保育（時間外保育）

の利用状況等に関するアンケート調査を行うことといたしました。 

突然のお願いで恐縮ですが、アンケートへの御回答に御協力くださいますようお願いいたし

ます。 

 

アンケート御記入の流れ 

１．本アンケート用紙の設問の回答を御記入ください。 

※ 回答結果については、「子ども・子育て支援新制度」の検討以外には使用いたしません。 

 

２．御記入いただいた用紙については、在園中の幼稚園に提出してください。 

 

 

なお、このアンケート用紙は、在園中の幼稚園を通じて、下記の子育て支援事業の担当課に
提出されます。（個人が特定されることはありません） 

アンケート内容についてご不明な点がある場合は、下記へお問い合わせください。 

 

松伏町 福祉健康課 子育て支援・児童福祉担当 

０４８－９９１－１８７６（直通） 

 

 

アンケート調査票（案） 
 



 

問１ お住まいの地区はどこですか。当てはまる番号１つに○をつけてください。 

１．魚沼地区   

５．田島地区 

2．築比地地区 

 ６．松伏地区 

３．大川戸地区 

７．松葉地区   

４．金杉地区 

 

８．ゆめみ野・ゆめみ野東地区 ９．田中地区   １０．赤岩地区 

問２ 現在のお子さんのご家族の就労状況をうかがいます。 

（１）父親 【母子家庭の場合は記入不要です】 当てはまる番号１つに○をつけてください。  

１．フルタイムで就労している 

2．フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である 

３．パート・アルバイト等で就労している 

４．就労していない 

 
（２）母親 【父子家庭の場合は記入不要です】 当てはまる番号１つに○をつけてください。 

１．フルタイムで就労している 

2．フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である 

３．パート・アルバイト等で就労している 

４．就労していない   ⇒アンケートはこれで終わりです。ご協力ありがとうございました。 

    

問３ 問１の（１）及び（２）で「１.～３.」に○をつけた方に、現在の幼稚園における預かり保育 

（時間外保育。通常の就園時間を延長して預かる事業。以下同じ。）の利用状況等をうかがいます。 

（１）当てはまる番号１つに○をつけてください。  

１．現在、幼稚園においてほぼ毎日（おおむね週４日以上）預かり保育を利用している。 

２．現在、幼稚園において週１回～３回程度預かり保育を利用している。 

2．現在、幼稚園における預かり保育は利用していないが、他の保育事業等を利用している。 

【利用している保育事業】○をつけてください。 

（１） 保育所の一時預かり 

（２） ファミリー・サポート・センター 

（３） ベビーシッター 

（４） 認可外の保育施設 

（５） その他 → （                     ）   

３．現在、特に利用している保育事業等はない 

（上記１、２に該当しない） 

※親族、知人、友人等による預かりは３としてお答えください。また、親族等による預かり

が中心で、時おり幼稚園の預かり保育を利用するような方も３としてお答えください。 

     

アンケートは以上です。ご協力いただき、ありがとうございました。 
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幼稚園の預かり保育の 

利用状況調査について 
 

 

平成２５年６月１０日  

平成２５年６月１０日子ども・子育て支援新制度説明会 資料１３ 

資料７参考資料 
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１． 本調査の趣旨 
 

○ 市町村子ども・子育て支援事業計画には、計画期間（５年間）について、 

「量の見込み」と「確保の内容」・「実施時期」を記載。 

 

○ 「量の見込み」は、「現在の利用状況」＋「今後の利用希望」を踏まえて、 

「３～５歳、教育のみ」（１号）、「３～５歳、保育の必要性あり」（２号）、 

「０～２歳、保育の必要性あり」（３号）の区分ごとに設定する必要性あり。 

   

○ 現行制度における施設類型と、新制度における「量の見込み」の区分の関係は、 

概ね以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 ※「保育の必要性なし」の子どものうち、０～２歳の子どもについては、専ら、 

地域子ども・子育て支援事業で対応することになる。 

 

＜現行制度＞    ＜新制度＞ 

保育所     ⇒ 基本的には、保育の必要性ありの子ども 

幼稚園     ⇒ ３～５歳の教育のみの子ども、保育の必要性ありの子どもが混在 

認可外保育施設 ⇒ 保育の必要性ありの子ども、保育の必要性なしの子どもが混在 



2 

 

 

○ 従って、「量の見込み」をより正確に設定するためには、単純な利用児数のみ 

ならず、 

① 幼稚園の預かり保育の利用状況（特に、長時間・定期的な利用の実態） 

② 都道府県に届出がなされている認可外保育施設の利用状況（  〃  ） 

についての情報を把握しておくことが必要となる。 

※ これらについては、これまでの市町村においては、必ずしも十分に実態が把握されて 

いないものと考えられる。 

 

○ 上記①についての把握方法としては、市町村・事業者（幼稚園）・保護者の 

事務負担等を考慮した場合、就園奨励事業の申請手続の機会を利用して 

アンケート調査を実施することが、簡便な方法と考えられることから、 

技術的助言として、今般、「幼稚園における保護者の就労状況等の調査及び把握に 

ついて（通知）」（平成２５年５月１７日付３府省課長通知）を発出したところ。 

 

○ なお、上記②についての把握については、別途、改めてお示しする予定。 

 

○ 本通知に関連して各自治体から寄せられた、主な質問とそれに対する回答は、 

４頁以降のとおりであり、各自治体における対応方針の検討の際の参考にされたい。 
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２．主な質問と回答 

【Ｑ１】 

・ 今回の幼稚園の預かり保育の利用状況調査の目的は何か。事業計画作成のための利用希望の把握の調査との関係はどうなっている

のか。 

【Ａ１】 

・ 事業計画を作成するに当たっては、需要量の見込みは、「現在の利用状況」と「今後の利用希望」を踏まえて設定することが必要となる。 

・ 利用希望の把握の調査は、主として「今後の利用希望」を把握するために抽出調査として実施することを想定しているのに対して、今回

の調査は「現在の利用状況」のうち、特段の調査を行わなければ把握できない、幼稚園の預かり保育の利用状況を実数として把握するた

めに実施することが考えられるものである。 

・ 例えば、保護者の就労状況と預かり保育の利用時間などについては、結果的に利用希望の把握の調査と同様の質問となる部分もある

が、把握される情報には抽出調査による推計と全数調査による実数という性質の違いがある。 

・ 今回の調査により「現在の利用状況」をするとともに、利用希望の把握の調査による「今後の利用希望」を踏まえた検討を行うことにより、

より精度の高い将来の需要量の見込みを立てることが可能となると考えている。 

 

【Ｑ２】 

・ 今回の調査の実施時期はいつにすべきか。また、いつまでに調査を行うべきか。 

【Ａ２】 

・ 就園奨励事業の申請手続に合わせて、今回のアンケート調査票を配布・回収することが簡便な方法と考えられるため、多くの市町村で就

園奨励事業の申請手続が行われる６月から７月に間に合うよう、５月１７日付けで通知を発出したもの。 

・ なお、就園奨励事業の申請手続の時期以外に今回の調査を行う場合や、これ以外の方法により「現在の利用状況」を把握する事とした

場合であっても、「現在の利用状況」を把握するとともに、利用希望の把握の調査による「今後の利用希望」を踏まえた検討を行うことによ
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り、より精度の高い将来の需要量の見込みを立てることが可能となると考えているものであり、需要量の見込みを取りまとめる時期までに

「現在の利用状況」の把握を行うことが望ましい。 

 

【Ｑ３】 

・ 今回の調査は全数調査を行うものなのか。抽出調査となる利用希望の把握の調査の精度との関係はどうなっているのか。 

【Ａ３】 

・ 利用希望の把握の調査で把握しようとしているのはあくまでも将来の利用希望（ニーズ）の傾向であるため、抽出調査で行うことを想定し

ているが、今回の調査で把握しようとしているのは施設類型ごとの「現在の利用状況」であり、現在の利用しているものを新制度においても

引き続き利用できるように需要量の見込みを立てるためにも全数調査として行うべきものである。 

・ 「現在の利用状況」を正確に把握する上では、全数調査をすることがより望ましいが、例えば、調査後も新制度を利用する可能性が高い

３歳児に対して行う、一定の割合の幼稚園利用者を抽出して依頼するなど、調査の具体の実施方法については、各自治体の規模などの

地域の実情に応じた工夫の余地はあるものと考える。 

・ なお、現状での市町村と幼稚園との関係の緊密さや、市町村計画の作成に必要な幼稚園利用者の就労状況等の把握の程度は様々で

あると考えられるので、必ずしも今回の調査方法によらず、別途の方法により把握することを妨げるものではない。 

 

【Ｑ４】 

・ 調査の対象を、幼稚園ではなく、保護者とした理由は何か。 

【Ａ４】 

・ 保育所・公立幼稚園については、施設の所在する市町村に居住する子どもが利用するのが通常であるのに対して、私立幼稚園について

は市町村の圏域を超えた利用も多いと想定される。そのため、幼稚園を調査対象とした場合には、在園児の利用状況をその居住する市

町村に応じて複数の市町村に報告するという事務が幼稚園に生じることになる。 

・ これに対して、保護者を調査対象として就園奨励事業の申請手続と合わせてアンケートを実施する方法では、幼稚園は通常の申請用紙
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に併せてアンケート用紙を配布し、取りまとめるという最小限の負担を担うだけで、市町村が域内のほぼ全ての幼稚園利用児に係る情報

を捕捉することができるため、簡便な方法であり、新制度の施設型給付の支給対象と同様の考え方でもあることから、通知において提案し

ているもの。 

 

【Ｑ５】 

・ 今回の調査では都道府県で各市町村の調査結果を集計するのか。また、国で各都道府県分を集計するのか。 

【Ａ５】 

・ 今回の調査は、市町村が、「現在の利用状況」を把握するとともに、利用希望の把握の調査による「今後の利用希望」を踏まえた検討を

行うことにより、より精度の高い需要量の見込みの設定に役立てていただくためのものであり、各都道府県で集計していただくことを目的と

しているものではない。なお、都道府県が都道府県計画の作成の参考とするため、市町村と連携して各市町村の状況を把握することを妨

げるものではない。 

・ 国で全国的な集計を行う予定はないが、調査で把握いただいた現状については、自治体関係者との意見交換等を通じて、国での議論の

参考とさせていただくこともありうる。 

 

【Ｑ６】 

・ 今回の通知に記載されている「認可外保育施設の利用実態の把握」は別途示されるということだが、いつ頃になりそうか。 

【Ａ６】 

・ 詳細については別途お知らせする。（都道府県等による認可外保育施設の現況調査の機会なども活用いただくことを想定している。） 

 

 


